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事前防災対策総合推進費による研究開発事業の特徴

１ 防災分野に有用な技術シーズや実績を有する研究機関等の防災分野での取組の支援
防災科学技術研究所や産業技術総合研究所などが取組む、防災分野に活用可能な先端科学

技術や他分野技術の防災現場への導入・活用に向けた防災技術の研究開発や実装を支援。

２ 関係省庁が連携して実施する取組の支援
林野⽕災対応など関係省庁が⾏う既存の取組について、分野を超えて連携する取組を支援。

３ 防災産業の振興に係る取組の支援
優れた防災技術について全国的な普及や海外展開を図り、防災産業の育成を支援。

防災分野における最新科学技術の活用を図るため、特に各省庁が有する技術シーズの防災分野
横断的な実装や防災以外の他分野技術シーズの防災現場への実装など、以下の研究開発等につ
いて事前防災対策総合推進費による支援を実施

各省の本来事業では対応が難しい課題対応や
防災庁として優先的に取り組むべき研究開発等を積極的に支援
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令和７年度事業（研究機関等の支援・関係省庁の連携）
 先端科学技術や他分野技術シーズの防災現場への実装に向けた、関係省庁等が連携した研究開発等の取組を支援

（取組内容）
•国、地⽅公共団体等が富⼠⼭等の⼤規模噴⽕時に降灰の
状況を把握・共有するために必要な機能等の調査研究を⾏
い、測定者によらず⼀定の品質を保つための降灰量測定デー
タ入⼒アプリ等及びデータ共有プラットフォームのソフトウェア開
発及びならびに「降灰調査データ共有スキーム」等の協⼒によ
る検証を実施。

広域降灰対策のための降灰情報の把握・共有に関する実証研究
事業【2.2億円】
（実施省庁）防災科学技術研究所（⽂部科学省）
（連携先等）内閣府防災、気象庁、国交省、東京都

林野⽕災に係る消防防災対策のための検証等事業【0.6億円】

（取組内容）
林野庁や環境省などと連携し以下の取組を実施
•林野⽕災用消⽕薬剤の評価⽅法の検証実験等。
•市街地⽕災延焼シミュレーション・林野⽕災シミュレーションを
統合した消防活動支援システムの開発。
•諸外国における林野⽕災対応の⾏政体制及び実施状況等
に係る調査。

（実施省庁）消防庁
（連携先等）林野庁、環境省

（事業成果）
•利用者が屋外で簡単にデータ登録できるアプリを開発、デー
タ共有環境は富⼠⼭等の⼤規模噴⽕を想定した⼤量アク
セス対応や安全なセキュリティを確保。
•今後は開発したアプリ及び共有プラットフォームを用いた訓練
等を実施し、より効果的な降灰情報共有体制の事前構築
を推進する。

データ入⼒アプリ データ共有プラットフォーム

消⽕試験・延焼抑制試験

（イメージ）

薬剤塗布無
薬剤塗布有

林野・市街地⽕災シミュレーション

（事業成果）
•シミュレーションシステムは直近の林野⽕災も踏まえて令和8
年度も引き続き開発中。また林野において効果的に消⽕で
きる薬剤及び手法を検証。
•海外調査結果で必要性が明らかになったヘリコプターを用い
た消⽕薬剤の空中散布⽅法の検証を令和８年度に⾏い
被害低減や早期鎮⽕を目指す。
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令和７年度事業（防災産業の振興）
 最新技術や分野横断的な防災技術の社会実装の支援や、防災産業の振興

（取組内容）
•関係省庁と連携して、スタートアップ企業等が開発した最新技
術のうち、消防活動に活用できる可能性があるものについて、
消防機関とのマッチング、現場検証、横展開を通じて、消防
分野への最新技術導入に係る手法を検討。

消防分野における最新技術活用検証事業 【0.5億円】

（事業成果）
•福島ロボットテストフィールドで他分野で活用されているパ
ワーアシストスーツ及びドローンを消防職員が検証。今後は
各消防機関が実地検証予定。
•令和８年度は国交省と連携して災害対応現場で活用可
能な最新技術を検証。

（実施省庁）消防庁
（連携先等）内閣府科学技術・イノベーション推進事務局、

内閣府防災、⽂部科学省、経済産業省 等

防災産業の海外展開に関する調査実証事業【1.6億円】

（取組内容）
•海外における日本の防災技術やノウハウの導入促進を図るた
め、相手国におけるニーズを把握するとともに、そのニーズにマッ
チした日本の防災技術の「お試し」導入や活用について、実証
事業として支援。

（実施省庁）内閣府防災
（連携先等）関係省庁（外務省、国⼟交通省等）、関連事業者

実証事業の
実施
（事業者）

実証試験、
現地説明会
やセミナー等を
実施

実証事業の
応募
（事業者）

事前に、外国
政府・自治
体、⼤使館
等と相談

実証事業の
決定
（内閣府）

関係省庁との
調整、有識
者による審査

本格展開
（事業者）

各社営業活
動による販売
拡⼤（補助
⾦、⾦融支援
制度を活用）

（事業成果）
• タイやインドネシアでの地震計、フィリピンでの防災情報共有
システム、台湾での防災DX教材については、既に今後の正
式契約に向けた協議が進⾏中。
•令和８年度以降も推進費だけでなくODAやグローバルサウ
ス補助⾦なども活用した連携を検討。

パワーアシストスーツの活用 AIとドローンを活用した
災害被害状況把握

福島ロボットテストフィールドで検証会
消防本部、警察庁・防災科研当の関係機関、
⺠間企業が検証と意⾒交換を実施
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事前防災対策総合推進費の研究課題について

1. 使う⼈の視点に⽴った防災技術の必要性
「使う⼈（高齢者等の災害弱者）」の視点の技術開発（ターゲット層がしっかり使える技術が必要）

2. 災害情報の共有
被害状況を迅速に把握し、避難者等に対して適切な情報を伝え、適切な⾏動をとれるようにする技術

3．防災技術の海外展開
災害⼤国である日本が培ってきた防災技術を海外に普及（防災産業の育成も視野）

技術ニーズの例

1. 平時や他分野技術の防災分野への活用
平時から活用可能な技術や他分野で既に活用されている技術を防災分野に活用

2. 早期の情報共有
発災時の膨⼤な情報を整理し地域住⺠と共有できるようなAIなどの先端技術の活用

技術シーズの例

令和8年度の事業公募にあたっては、有識者等からの以下の意⾒も考慮しつつ研究課題を設定。
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有識者意⾒を踏まえた防災技術に係る令和８年度の主な事業について

（背景及び取組内容）
• 昨今の短期集中豪雪による道路の除排雪問
題は、交通障害だけでなく地震・津波からの
避難や緊急輸送を阻害するなど⼤きなリスク
• そこでAI等の新技術を活用し、道路路⾯状
況のリスクを高精度に把握・予測し、危険箇
所の早期特定を⾏うとともに、現況及び予測
データをリアルタイムに自治体等の関係機関に
共有する仕組みを開発

雪害事前防災のためのAI路⾯判定システムの実証
【1.2億円】

⾞載スマホ
で取得

道路周辺の
構造物への
堆雪情報

道路状態に関わる
情報 2022年豪雪時の⻑岡

市の様子

冠水

乾燥

湿雪

凍結

乾雪

圧雪

「道路管理リスク」をAIで自動判定
雪氷災害の現況・予測情報をリアルタイムで共有

災害時の安全避難に向けた部材の⾼度化の研究
【0.6億円】

停電時、電源レス発光

常温セラミックスコーティング技術を
防災分野に活用

⼤雨により貯水池の水位
が危険水位まで上昇

メール等に
よる通知

市町村
避難指示

周辺住⺠

避 難

ソーラーパネル

監視カメラ

通信機器

電源装置

水位計

遠隔監視機器

（事業効果）
• 予め道路上の除排雪が必要な箇所を把握・
予測できることにより、自治体等の計画的な
道路管理を可能とする
• これにより、孤⽴防⽌や災害時の避難等の要
となる道路等の交通が確保され、豪雪に係る
事前防災⼒の向上に資する

貯水池の危険水位設定手法に係る調査検討
【0.2億円】

（実施省庁）防災科学技術研究所（⽂科省）
（連携先等）札幌市、⻘森県、新潟市

（背景及び取組内容）
• 停電時の安全な避難確保には現状の屋外
避難標識だけでは避難経路や障害物の把握
には輝度不⾜であり迅速な避難が困難
• そこで電子部品などの先端分野の製造に利
用されている産総研が開発した常温セラミック
ス技術を防災分野で活用し、蓄光性・高耐
久・高耐⽕・温度調整機能などの多用途に
対応する部材の性能を防災現場に特化する
よう開発

（実施省庁）産業総合技術研究所（経産省）
（連携先等）（一社）日本ファインセラミックス協会、

地⽅公共団体、茨城⼤学、国交省

（事業効果）
• 他分野で実績のある技術を防災に特化して
開発し、避難所などの防災現場への実装を
実現する
• これにより、夜間や停電時などの避難環境の
改善が図られ、⼈的被害の低減に繋がる

（実施省庁）農水省
（連携先等）国交省、地⽅公共団体

（背景及び取組内容）
• 貯水池への水位計等遠隔監視機器の設置
が進む⼀⽅で、避難指示の根拠となる危険
水位の科学的な設定手法がなく、避難指示
発令の判断が困難
• このため、貯水池の規模や構造、流域⾯積、
地形情報等を加味した降水時の貯水池にお
ける危険水位の簡易な設定手法を確⽴

（事業効果）
• 全国の貯水池への普及を図ることで、豪雨時
に地域住⺠に対して適切な避難指示を発令
することを可能とする
• これにより、災害時における消防等による捜索
活動の安全性確保や、地域の防災⼒向上
が図られる
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